
 

 

 

 

 

 

事業実績・評価一覧 

（経年） 



事業実績・評価一覧（経年） 

※（ ）書きは広域化分 

 
事業

名 
事業目的※ 事業内容 指標名 

基準値 

（H21） 

実績値 

(H23) 

実績値 

(H24) 

実績値 

(H25) 

実績値 

(H26) 

目標値 

(H27) 
５ヵ年の総合事業評価 

子 

育 

て 

支 

援 

発
達
支
援
事
業
の
広
域
化 

発達の遅れのある乳

幼児を支援するため、

発達支援事業を広域

化し、充実と周知を図

る 

発達の遅れや

障害のある乳

幼児への発達

支援を広域化

し、事業を充

実する。 

(1) 発達支

援事業の認

知度 

(2) 広域的

な相談件数 

38.9％ 

 

 

0件 

―％ 

（未調査） 

 

    ０件 

―％ 

（未調査） 

 

    1件 

―％ 

（未調査） 

 

    1件 

―％ 

（未調査） 

 

    1件 

【除外】 

 

 

10件 改

善 

広域的な事業利用者が少なかっ

たことから、事業周知を継続しつ

つ、今後は、来所型発達支援に

加え、新たに訪問支援の広域化

について、検討するとともに、各市

町の専門的な研究成果などにつ

いて共有化を図り、圏域全体の事

業のレベルアップにつなげる。 

病
児
・
病
後
児
保

育
の
広
域
化 

働きやすい子育て環

境づくりのため、病児･

病後児保育を広域化

し、充実と周知を図る 

久留米市の病

児･病後児保

育事業を広域

化し、サービス

を充実する。 

(1) 利用登

録者数 

(2) 受入可

能数 

571人 

 

4人/日 

1,099人 

（11人） 

4人/日 

1,635人 

（21人） 

9人/日 

2,180人 

（55人） 

9人/日 

2,597人 

（55人） 

9人/日 

2,000人 

 

9人/日 
推

進 

広域利用ができるようになり、利便

性が増しているので、継続して実

施する。 

一
時
保
育
の

相
互
利
用 

子育てし易い環境づく

りのため、一時保育事

業の相互利用とサービ

ス向上を図る 

各市町の保育

所で行う一時

保育を相互に

利用する。 

受入施設数 0施設 57施設 59施設 60施設 60施設 63施設 

推

進 

相互利用により利便性が増してい

るので、継続して実施する。 

地
域
子
育
て
支
援
セ

ン
タ
ー
の
相
互
利
用 

子育て世代の交流促

進・子育ての不安感

解消のため、地域子

育て支援センターの相

互利用とサービス向上

を図る 

各市町の子育

て支援センタ

ーを相互に利

用する。 

他市町住民

の相談･イベ

ン ト利用件

数（年間） 

0人 770人 

 

1,351人 

 

1,232人 1,579人 1,500人 

推

進 

相互利用により利便性が増してい

るので、継続して実施する。 

□推進 □改善 □廃止・休止 

□事業終了 
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事業

名 
事業目的※ 事業内容 指標名 

基準値 

（H21） 

実績値 

(H23) 

実績値 

(H24) 

実績値 

(H25) 

実績値 

(H26) 

目標値 

(H27) 
５ヵ年の総合事業評価 

フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事
業
の

広
域
化 

子育て世代の負担軽

減のため、ファミサポ

事業を広域化し、充実

と利用促進を図る 

ファミサポ事

業（ボランティ

ア会員による

子ども預かり）

を広域化し、

各市町の住民

が相互に利用

する。 

(1) 会員数 

 

(2) 活動数 

805人 

 

2,496件 

1,080人 

（98人） 

2,683件 

（39件） 

1,205人 

（132人） 

2,433件 

（54件） 

1,337人 

（158人） 

2,042件 

（17件） 

1,400人 

（175人） 

2,069件 

（86件） 

1,５０0

人 

（200

人） 

3,000件 

（100

件） 

推

進 

会員数は徐々に増えているが、そ

れぞれの地域性や他の子育て支

援施策との兼ね合いもあり、活動

件数は微増である。 

今後、援助が必要な家庭が地域

での活動の利用につながるよう、

各市町による状況分析や潜在需

要への働きかけが必要であり、各

市町とセンターとの連携強化が求

められる。 

医 

療 

広
域
小
児
救
急
セ
ン
タ
ー

の
運
営
支
援 

良好な小児医療の提

供のため、小児救急セ

ンターの長期的・安定

的な運営を維持する 

小児救急セン

ターの運営に

対して財政支

援等を行う。 

平均待ち時

間 

20分 

以内 

24分 2３分 22分 26分 20分 

以内 

推

進 

 

医師会、医療機関等の協力によ

り、久留米広域小児急センターを

安定的に運営することができた。

引き続き、久留米広域小児救急

支援事業運営委員会での意見を

もとに、センターの安定的な運営

に努める。 

救
急
医
療
体
制
等
の
研
究 

長期的な救急医療体

制の確保のため、救急

医療体制の安定的な

運営を維持する 

救急医療体制

の課題等の整

理と、病院群

輪番制への補

助を行う。 

二次救急医

療体制の維

持 

久留米地

区：15 機

関 

大川・柳

川地区：

25機関 

 

久留米地

区：15 機

関 

大川・柳

川地区：

24機関 

久留米地

区：16 機

関 

大川・柳

川地区：

21機関 

久留米地

区：17 機

関 

大川・柳

川地区：

19機関 

久留米地

区：17 機

関 

大川・柳

川地区：

17機関 

久 留 米

地区：17

機関 

大川・柳

川地区：

19機関 

推

進 

医師会、医療機関の協力により、

二次救急医療体制を維持するこ

とができた。引き続き、二次救急

医療体制の確保に努めるととも

に、救急医療に関する啓発活動を

行う。 
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事業

名 
事業目的※ 事業内容 指標名 

基準値 

（H21） 

実績値 

(H23) 

実績値 

(H24) 

実績値 

(H25) 

実績値 

(H26) 

目標値 

(H27) 
５ヵ年の総合事業評価 

産 

業 

振 

興 

新
た
な
商
品
開
発
・産
品
の
ブ
ラ
ン
ド
化 

地域農林水産業の活

性化のため、圏域産

品のブランド力を高め

る 

商品開発や圏

域産品のＰＲ

を行い、産品

ブランド化に取

り組む。 

農産品ＰＲイ

ベン ト来場

者数 

（ 農業まつ

り） 

64,600

人 

66,000

人 

46,000

人 

66,000

人 

68,000

人 

66,000

人 

推

進 

産品のブランド化については、統

一ブランドが困難であることから、

農業関連イベント等通じ、圏域の

商品・農産物について、共同で販

売、ＰＲを行い、販売力の強化を

図った。今後もこのような取り組み

を継続するとともに、圏域ブランド

力の更なる向上を図るため、新た

な取組みとして、農業の６次産業

化・農商工連携による商品開発や

アンテナショップを活用した情報発

信などの検討を進める。 

物
産
展
の
共
同
開
催 

地場産品の販売促進

のため、地場産品の大

都市圏での認知度を

高める 

東京等の大都

市圏で物産展

を開催し、圏

域の特産品等

をＰＲする。 

物産展来客

数 

7,455 

人/日 

11,416 

人/日 

7,000 

人/日 

6,000 

人/日 

6,000 

人/日 

8,500 

人/日 

推

進 

各会場において、地場産品のＰＲ

に努め、圏域地域の魅力発信に

取り組んだ。今後も、来場者数の

増加が見込める開催方法の検討

を行い、継続的に実施していくこと

で、地場産品の振興を図ってい

く。 

広
域
商
談
会
等
の
開
催 

地域経済の活性化の

ため、地元製造業の

取引額を拡大する 

地元製造業の

取引拡大のた

め、広域商談

会、先進的な

工場の見学会

等 を 開 催 す

る。 

商談会での

取引成約件

数・金額 

16件 

17,370 

千円 

９件 

10,978 

千円 

6件 

8,208 

千円 

20件 

5,373 

千円 

21件 

28,682 

千円 

20件 

20,000 

千円 

推

進 

地域の中小企業へ商談機会を提

供できた。商談会での取引成約

件数・金額は、目標値を達成する

ことができた。今後も圏域内のより

多くの企業の取引・情報交換の機

会提供に取り組むとともに、求人

企業の選定を工夫するなどによる

就職支援と企業の人材確保に取

り組んでいく。 
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事業

名 
事業目的※ 事業内容 指標名 

基準値 

（H21） 

実績値 

(H23) 

実績値 

(H24) 

実績値 

(H25) 

実績値 

(H26) 

目標値 

(H27) 
５ヵ年の総合事業評価 

広
域
観
光
振
興 

魅
力
あ
る
観
光
商
品
づ
く

り 交流人口を拡大する

ため、体験交流型観

光プログラムを商品化

する 

体験交流型観

光プログラムを

開発し、「まち

旅博覧会」とし

てＰＲする。 

まち旅博覧

会プログラム

参加率 

（参加者数 

／ 定 員

数） 

71％ 85％ 90％ １０２％ 101％ 90％ 

推

進 

設定した目標値（参加率）を H２３

年度に達成し、その後も実績値は

伸び続けている。 

また、域外からの参加率も H26年

度には 3年前の状況に回復した。 

今後も、継続的な新規プログラム

の造成や、域外に向けた情報発

信強化に取り組んでいく。 

地 

域 

公 

共 

交 

通 

公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
再

構
築 

交通インフラ再構築の

ため、圏域の交通マス

タープランを策定し、

交通利用促進の取組

みを進める 

久留米広域定

住自立圏都市

交通基本計画

で定めた広域

連携による重

点的取り組み

の事業推進を

図る。 

(1) 鉄道乗

降客数 

 

 

(2) 路線バ

ス乗降客数 

 

 

 

116,580

人/日 

（圏域） 

 

9,706,000 

人/年 

（久留米） 

 

 

 

117,620

人/日 

（圏域） 

 

9,828,000

人/年 

（久留米） 

 

 

 

116,980

人/日 

（圏域） 

 

9,906,000

人/年 

（久留米） 

 

 

 

116,676

人/日 

（圏域） 

 

9,590,000

人/年 

（久留米） 

 

 

 

117,486

人/日 

（圏域） 

 

9,774,000

人/年 

（久留米） 

 

 

 

H21の人

数を維

持 

推

進 

乗降客数については、鉄道、路線

バスともに、波はあるものの、概ね

目標としていた平成２１年度の人

数維持ができた。 

一方で、圏域として公共交通の空

白地帯を埋める生活支援交通の

確保のための取組みを進める必

要がある。 

公
共
交
通
利
用
促
進
事
業 

交通インフラ維持のた

め、圏域の公共交通

網を維持し、利用を促

進する 

圏域の公共交

通マップ更新

及び転入者へ

の配布、ホー

ムページ掲載

等により公共

交通の利用促

進を図る。 
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事業

名 
事業目的※ 事業内容 指標名 

基準値 

（H21） 

実績値 

(H23) 

実績値 

(H24) 

実績値 

(H25) 

実績値 

(H26) 

目標値 

(H27) 
５ヵ年の総合事業評価 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ 

超
高
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
整

備 情報通信格差の是正

のため、圏域の超高速

ブロードバンドを整備

し、超高速ネットサービ

ス等を開始する 

基盤整備を行

い、超高速イ

ンターネット等

サービスを開

始する。 

加入世帯数

（久留米市

旧 4 町、大

木町） 

0世帯 3,692世

帯 

4,035世

帯 

4,199世

帯 

4,492世

帯 

6,500世

帯 

推

進 

超高速ネットワーク網の整備は完

了（Ｈ２２）。 

目標値の達成はできなかったが、

目標加入世帯達成に向け通信事

業者と加入促進活動に関する検

討を進めることができた。 

 

 

超
高
速
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン

ド
の
活
用 

地域経済・観光活性

化のため、超高速ブロ

ードバンドを活用した各

種情報発信を強化す

る 

コミュニティチ

ャンネル等の

実施検討、観

光・公共交通

分野での活用

を検討する。 

ブロードバン

ドを活用した

新たなサー

ビス数 

0件 １件 ０件 

累計 1件 

2件 

累計 3件 

2件 

累計 5件 

5件 

推

進 

新たな情報発信等利活用の検討

を進め、FaceBookやケーブルテレ

ビによる文字放送等の発信ができ

た。 

 

人
材
確
保 

人
材
の
確
保
・育
成 

環境変化や地域主権

に的確に対応するた

め、人事交流や全体

研修を充実し、圏域を

マネジメントできる人材

を育成する 

人事交流、研

修会の合同開

催 、 人 材 確

保・育成のノウ

ハウ共有化等

に取り組む。 

(1) 人事交

流・派遣者

数（延べ人

数） 

(2) 合同研

修会の参加

者数（久留

米以外の累

計） 

2人 

 

 

0人 

10人 

 

 

134人 

18人 

 

 

213人 

22人 

 

 

262人 

26人 

 

 

325人 

30人 

 

 

360人 
推

進 

人事交流や合同研修等により、圏域

全体として、職員の能力向上につなが

っている。 

 今後、参加者の声や状況を見なが

ら、各事業の必要な見直しを行いつ

つ、取り組み全体としては推進してい

きたい。 
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